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JA北海道中央会 資源環境プロジェクト

農業振興部 次長 柴田浩一郎



背 景

地球温暖化により異常気象の多発。農業生産への影響拡大

国際的な穀物需給の逼迫（穀物需要の拡大と生産の停滞）

てん菜や米の生産抑制による生産基盤の脆弱化

日本における農業生産力の向上をめざし、

食料以外への新規需要開拓＝農地の有効利用と自給力の向上

エネルギー対策と地球温暖化防止への貢献

新たな産業の創出と地域活性化への道

目 的

バイオエタノール実証事業をめぐる状況
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２(農林水産省資料より)
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年産 面積
(ha)

単収
(t/ha )

収量
(千ｔ)

糖分
(％)

産糖量
(千ｔ)

交付金
対象数
量
(千ｔ)

上限数
量
(千ｔ)

１４ 66,531 61.6 4,098 17.8 723 全量 設定なし

１５ 67,882 61.3 4,161 18.0 744 全量 設定なし

１６ 67,986 68.5 4,656 17.2 786 704.0 設定なし

１７ 67,500 62.2 4,201 17.1 708 674.6 700

１８ 67,364 58.2 3,923 16.4 636 647.0 700

１９ 66,566 64.6 4,297 16.7 709 640.0 684

てん菜の生産動向
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ＪＡグループ北海道におけるバイオエタノールの取組みＪＡグループ北海道におけるバイオエタノールの取組み

◆ 平成１８年

４月 ＪＡ北海道中央会に資源環境プロジェクトを設置

５月 「ＪＡグループ北海道バイオマス利活用検討委員会」を設置

10月 農業基本対策委員会において、１万５千㎘のバイオエタノール工場を十勝管内清水町

に設置する方針を確認

11月 第25回ＪＡ北海道大会「全国を先導する環境対策とバイオマスの有効活用」を決議

◆ 平成１９年

２月 政府は「国産バイオ燃料の大幅な生産拡大」を発表し、2030年には600万㎘のバイオエ

タノール製造が可能との農水省試算を明らかに

４月 政府予算決定(「バイオ燃料地域利用モデル実証事業」予算決定)

ＪＡグループ北海道バイオマス利活用検討委員会並びに農業基本対策委員会において

地域計画書案の承認。

「北海道農業バイオエタノール燃料推進協議会」の設立と地域計画書の承認。

６月 全道農業協同組合長会議において「バイオエタノール実証事業の取り組みと新会社の

設立について」を決定

（６月２７日北海道バイオエタノール株式会社を設立）

10月 プラント起工式（ ～ 平成21年３月 竣工予定）

◆ 平成２１年

４月 操業開始（ ～ 平成24年3月まで 実証期間)

これまでの経過
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農林水産省地域整備課「バイオ燃料地域利用モデル実証事業実施要綱の枠組」にもとづき作成

モ デ ル 実 証 事 業 実 施 イ メ ー ジ

６
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北海道バイオエタノール株式会社（平成19年６月27日設立）

本社 当面、札幌市におく。

工場 上川郡清水町字清水（ホクレン清水製糖工場内）

ＪＡ北海道中央会、ＪＡ北海道信連、ホクレン、

ＪＡ北海道厚生連、ＪＡ共済連、

日本甜菜製糖㈱、北海道糖業㈱、三菱商事㈱ 、

北海道電力 、北洋銀行、その他 道並びに道内民間企業が出資

代表取締役社長 飛田稔章（ＪＡ北海道中央会会長）

取締役副社長 佐藤俊彰（ホクレン会長）

取締役副社長 有塚利宣（十勝地区農協組合長会会長）

(1) バイオエタノールの製造及び販売に関する事業

(2) 副産物の調査研究及び販売に関する事業

(3) バイオマスの調査研究に関する事業

(4) 医薬品抽出等を目的とした調査研究に関する事業

(5) 農業の技術指導及び経営指導に関する事業

(6) その他前各号に付帯する事業

北海道バイオエタノｰル株式会社の概要

７

１．名 称

２．所在地

３．出資団体

４．役 員

５．事業内容
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バイオエタノールプラントの概要

１．道内産農産物を原料として、バイオエタノールを

１万５千㎘製造・販売

２．製造プラントはホクレン清水製糖工場内に設置

３．原料は、当面、交付金対象外てん菜、規格外麦（米）

４．事業主体は、ＪＡグループ北海道が主体となり道内民
間企業も出資の、北海道バイオエタノール株式会社

５．プラントメーカーとして三菱商事（キリンビール、日
本化学機械製造等とのコンソーシアム）に決定

６．バイオエタノールの流通は石油連盟と連携
９



原料の確保対策について

原料については、当面、交付金対象外てん菜と規格外麦（米）を基本とする。なお、作柄変
動などに対応可能な原料確保の仕組みを、政府の原料安定確保支援策を求めつつ、今後検討
する。

てん菜

交付金対象外てん菜を、委託加工てん菜と同価格で供給する。具体的な供給方法は、糖業
者との協議により今後検討する。

規格外
麦

規格外麦を市場価格で供給する。なお、規格外麦は最近の需要拡大に配慮し、畜産分野等
との調整を慎重に行うこととする。

米

米については経済ベースでの原料確保が難しく、当面は試験栽培された超多収米を限定
的に利用することを検討。
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バイオエタノール実証事業の取組み

１．バイオエタノール製造技術の実証

(1) 省エネルギー・高効率型プラントの実証

連続発酵法の採用、廃液のメタン発酵によるエネルギー回収や熱の効率利用、
脱水工程の膜分離法の採用ほか高効率製造技術の実証

(2) プラント運営

発酵技術の空洞化を埋める＝人材の育成

(3) 共同研究の推進

熊本大学工学部、とかち財団等との高効率発酵プロセスの共同研究

２．流通実証

(1) 無水エタノールの大規模流通実証

３．発酵残渣の飼料化実証

(1) 発酵残渣からのDDGの製造と飼料利用法の確立

11



(1) バイオエタノール混合燃料の規格の統一（ＥＴＢＥかＥ３か？）

(2) バイオ燃料の利用・流通のあり方（「地産地消」の原則）

(3) 国産バイオエタノール価格の安定化（輸入エタノール価格やガソ
リン価格の影響）

(1) 安定的確保対策（規格外等農産物の不安定性）

(2) 資源作物・ソフトセルロース系原料の導入検討

(1) 商業プラントレベルへの規模拡大（原料確保が前提）

(2) 高効率製造技術の開発とソフトセルロース系技術の導入

今 後 の 課 題

12

１．流通対策

２．原料対策

３．コスト対策



○ 一般に、さとうきびなどの糖質やトウモロコシ、コメ等のデンプン質作物を原料に、これ

らを糖化・発酵させ、濃度99.5％以上の無水エタノールにまで蒸留して作られる。

○ 稲わらや廃材などのセルロース系の原料から、エタノールを製造することも技術的に

は可能。

でんぷん質原料

コメ、

トウモロコシ、

麦 等

硫酸・加水分解※

粉
砕

糖
化

糖質原料

さとうきび、

てん菜 等

抽出

糖化酵素

粉
砕

糖
化

発
酵

蒸
留

脱
水

無水

エタノー
ル

セルロース系原
料

稲わら、

建築廃材、

間伐材 等

約１
０％

発酵工程後のエタノールの濃度

約９
５％

９９．５％以上

酵 母

※セルロース系原料からの糖化はデンプン系原料より技
術的ハードルが高く、現在は硫酸による加水分解を利用し
た手法が主流。

実用化には、低コスト化に向けた技術開発が必要。

バイオエタノールの製造方法

13(農林水産省資料より)



試験栽培圃場「きたあおば（北海飼３０８号）」
於：中富良野町
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